



















































































































































































































a）経営理念 4．1 0．89 614
b）事業の将来性 4．3 0．75 612
c）企業風土・文化 4．1 0．85 611
d）　自社の課題・弱み 3．6 0．93 607
e）求める人材タイプ 4．3 0．74 616
f）採用の選考基準 3．7 0．92 612
g）入社後の教育訓練 3B 0．93 615
h）留学制度 1．9 1．13 594
i）福利厚生制度 2．8 LO3 614
j）実際の総労働時間 2．7 LO9 612
k）仕事の内容 4．5 0．69 615
1）年収の上がり方 2．4 1．03 6正3
m）昇進可能性 2．8 1．17 612














































平均 標準偏差 件数 大学4年生調査@での順位
i）熱意や意欲 4．8 038 618 2
g）性格や人柄 4．7 0．47 620 1
h）考え方や価値観 4．6 0．61 618 3
j）礼儀・マナー 4．2 0．68 620 5
k）健康・体力 4．1 0．74 619 該当項目なし
d）一般常識や教養 3．9 0．80 620 8
1）風貌や雰囲気 3．7 0．90 620 11
f）部活やゼミ活動 3．7 0．86 616 6
c）専門的知識や資格 3．3 1．03 619 9
e）語学力や国際経験 3ユ 1．01 621 該当項目なし
a）大学の成績 3．0 1．13 619 10
b）　出身大学 2．4 1．13 620 7







































































































































































生活関連製造業 75．3 ll．16 55
素材型製造業 73．9 13．49 55
加工組立型製造業 74．4 13．26 138
業 建設業 67．6 14．20 44
商社・卸売業 73．1 14．87 70
小売業・飲食店 71．1 12．59 71
金融・保険，不動産業 74．7 10．88 54
種 運輸・通信，電気・ガス業 76．1 13．06 30
ソフトウェア・情報処理 77．3 13．71 39
その他のサービス業 72．9 13．06 35
その他 75．8 10．38 13









模 5ρ00人以上 78．6 11．62 57
?
外資系 77．0 10．79 35
本 日本企業（非外資系） 73．4 13．24 571
56 （636）
　　　　　　　　　　　新規大卒者採用とその成功要因
電気・ガス業」，「生活関連製造業」と続いている。ソフトウェア等の平均値
が高いのは，成長産業であることが採用力の高まりに寄与しているのかもし
れない。他方，平均値が低いのは「建設業」，「小売業・飲食店」などである。
企業規模別には，大企業ほど平均点が高くなっている。依然として根強い大
企業人気の影響と思われる。また資本別には，外資系企業の方が平均点が高
くなっている。日本経済の最近の低迷は，外資系企業人気をもたらしている
のかもしれない。
4．モデルと計測結果
（1）計測モデル
　では，上記の自己評価点は，どのような要因によって決定されているのだ
ろうか。自己評価点は既述したように採用活動全般の成否を示す変数と考え
られるので，自己評価点の決定要因は採用活動の成功要因と言える。そこで，
自己評価点を従属変数とした重回帰分析によって，その決定要因を分析して
みよう（14）。
　説明変数は，Xl～Xloの10変数を用いる。　Xlは，「従業員数」である。既
述したように大企業人気は根強いので，それによる採用力の違いをみるため
の変数で正（＋）の符号が予想される。x2は，外資系企業を1，それ以外を
0とする「外資系ダミー」である。x3は，企業の経営状況をみるための変数
で「売上高変化」である。調査では，3年前と比べた変化を「減少した」か
ら「増加した」まで5段階で尋ねているので，「増加した」が5点となるよ
うに1～5点を割り当てる。この変数は，経営状況の良い企業の方が学生の
人気も高まり採用が容易となることが想定されるので正の符号が予想される。
これらτ1～x3の3つの変数はいずれも正の符号が予想されるが，採用活動
の展開にあたっては，その前提となるものである。採用活動の成功要因を探
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るという本稿の目的から見ると，これらの変数はそれらの条件を一定に保つ
ために投入されるコントロール変数と見て良い。
　4番目のx4は「情報提供時の強調」で，既述したRJPの変数である。「イ
メージ」を1点，「実態」を5点とした1～5点のスコアとなっている。RJP
の議論に従うならば，実態を強調した方が採用の成果も高まるので，正の符
号が予想される。x5とx6は，大学生に提供する情報の内容を示す変数で，
既述した2つの因子「労働条件情報の提供」と「経営環境情報の提供」の因
子得点を，それぞれ用いる。これにより，どのような情報提供を行うと採用
活動の成果が高まるかがわかるはずである。
　7番目以降の変数は，計測にあたっては上記6変数からなる基本モデルに，
順次追加していくことにする。順に説明しよう。x7～Xgは採用時の重視事項
で，根本（2002）の「心」，「技」，「体」の3因子の各因子得点である。これ
により大学生のどのような側面を重視した採用が採用活動の成功につながる
かが，明確になるはずである。
　そして，最後のXl。は新卒者採用市場における各企業の地位を示す変数で，
「志望度ダミー」である。これは，採用内定者の多くが，求職活動の「途中
から」の志望者であった企業が1，「当初から」の志望者であった企業が0
となるダミー変数である㈹。採用市場における地位が低い企業の方が，採
用には苦労し成果も低いと考えられるので，負（一）の符号が想定される。
この変数にもコントロール変数としての性格がある。つまり，この変数を投
入した場合は，採用市場における地位の違いを考慮した上で，他の変数がど
う作用するかを見ることができる。
②　計測結果
上記モデルの重回帰分析による推計結果が，表8である。変数の順に検討
していこう。
58 （638）
新規大卒者採用とその成功要因
　表8　成功要因の推計結果
［従属変数：採用活動自己評価点］
推計番号
?
② ③
?
定　　　数
従業員数
@（∬1）
外資系ダミー（∫2）
P＝該当，0＝非該当
売上高変化
@（∬3）
情報提供時の強調
@　　（∬4）
労働条件情報の提供
@　　（X5）
　70．157辮
i27．361）
V，697E－04榊
i3．020）
@　3．503
i1．503）
@　．253
i．668）
X．783E－02
i．176）
@　．349
i．521）
@　2ユ75＊林
i3．856）
@　　一
@　　一
@　　一
@　　一
　69．549榊
i27．029）
U．451E－04料
i2．491）
@　2．469
i1．051）
@　．404
i1．059）
@　．199
i．357）
@　．633
i1．119）
@　2ユ97榊
i3．639）
@　．427
i．749）
@　1．796榊
@（3．238）
@－L475榊
@（2．634）
@　　｝
　71．221辮
i27．477）
V，039E－04桝
i2．750）
@　3．863＊
i1．662）
@　．250
i．663）
V．166E－02
i．129）
@　．284
i523）
@　2．103糊
i3．731）
@　　一
@　　一
@　　一
@一2．904艸
@（2．442）
　70，545榊
i27．061）
TB98E－04林
i2．266）
@　2．838
i1．210）
@　389
i1．022）
@　173
i．311）
@　．559
i．987）
@　2101榊
i3．472）
@　．513
@（．900）
@　1．760桝
@（3．164）
@－L418柿
@（2．529）
@－2．609紳
@（2．187）
経営環境情報の提供
@　　（∫6）
重視項目：心
@　（∬7）
重視項目：技
@　（X8）
重視項目：体
@　（∫9）
志望度ダミー（∬1。）
@1＝途中から
@0＝当初から
自由度調整済みR2
@　　F
@　　η
．046
T．422辮
T53
．076
T．871辮
T37
．056
T．616榊
T49
．083
T．832桝
T33
注：1榊は1％，＃は5％，’は10％の水準で有意なことを示す。
　2　（）内は彦値。
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　「従業員数（x1）」は，いずれの推計でも正（＋）で有意であり，大企業の
方が採用活動を成功させていることを示している。採用市場における地位を
示す「志望度ダミー（Xlo）」を考慮した③④式においても，この変数が有意
であることは変わっていない。このことから，この変数は大企業であること
による採用市場における高い地位の強さを示しているのではなく，大学生の
根強い大企業志向を反映した結果と思われる。ただし，その大企業志向が何
によるものなのかは，この分析からはわからない。
　「外資系ダミー（x2）」は，いずれも正であるが，③式のみが統計的には有
意である。ただし①式もt値はかなり大きくなっていることを考え合わせる
と，外資系企業が良好な採用活動を展開していると見なせるのは，①と③に
共通する特性，すなわち「採用時の重視事項」を考慮しない場合と見ること
ができる。つまり外資系企業が採用活動を良好に展開しているのは，採用を
判定するときに重視している項目の違いによって説明できることを示して
いる。
　なお，「売上高変化（x3）」は，いずれも有意でなかった。調査結果の紹介
の節で見たように，「景気が悪化しても新規大卒者の採用は継続する」とい
う見解に対しては強い賛意が得られていたが，短期的な企業業績の変化は，
採用活動にあまり影響を与えないようだ。
　これらの条件を一定に保った上での，採用活動の成功要因は何だろうか。
まず，企業が提供する情報についてである。RJPの指標として投入した
「情報提供時の強調（x4）」は，いずれの推計でも有意ではない。既述したよ
うに，RJPは仕事が明確になっていない新卒採用では，重要ではないのか
もしれない。もっともRJPは採用活動に関する事柄ではあるが，その効果
は主として採用後に発生するものである。それゆえ，採用活動そのものの評
価を対象にした本稿の分析で有意にならなかったからと言って，直ちにRJP
が不要と言うことはできない。
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　ここで言えるのは，新卒者に対する採用活動にとっては，提供する情報が
「イメージか実態か」ということより，以下で述べる「提供する情報の内容」
の方が重要ということである。
　その提供情報の内容に関しては，「労働条件情報（x5）」はいずれの推計で
も有意でない一方，「経営環境情報（τ6）」ではいずれの推計でも正で有意と
なった。「年収の上がり方」，「実際の総労働時間」，「昇進可能性」，「福利厚
生制度」，「転勤可能性」などの「労働条件情報」はそれほど重視して提供す
る必要はないが，「企業風土・文化」，「事業の将来性」，「求ある人材のタイ
プ」，「経営理念」などの「経営環境情報」は重視して丁寧に提供することが，
採用活動の成功につながることを示している。長期的な雇用を前提とすれば，
誠意を持って提供したとしても，雇用期間をカバーする労働条件に関する情
報は不確実なものになりやすい。そのような情報の正確さに腐心するよりも，
むしろ自社の特性や考え方などに関する情報を積極的に提供し，自社に適合
する大学生の自社への関心を高めることの方が，採用活動では重要であると
見てよい。
　他方，「採用時の重視事項」の3つの変数に関しては，「心（x6）」が有意
でない一方，「技（x7）」が正で有意，「体（x8）」が負で有意となった。既述
したように，これらの集計結果では重視されている順序は，心・体・技であっ
た。「心」は多くの企業が重視している項目であるが，それをより重視して
も採用活動の成功にはつながらない。また，比較的多くの企業が重視してい
る「体」の項目は，それをより重視すると，むしろ採用活動の成功はおぼつ
かなくなる。採用活動の成功に結びつくのは，全般的にはあまり重視されて
いない「技」の重視である。「技」は既述したように，「専門知識・資格」，
「語学力・国際経験」，「一般常識・教養」そして「出身大学」という項目が
中心の因子であったが，その中では特に「専門知識・資格」，「語学力・国際
経験」の寄与が大きくなっていた㈹。「専門知識・資格」や「語学力・国際
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経験」をはじめとしたこれらの項目は，比較的，客観性があるので，それら
の重視は採用結果そのものの信頼性も高めるのかもしれない。ともあれ，採
用時には「技」の重視が採用活動の成功につながると言える。
　また，新卒者採用市場における各企業の地位を示す変数「志望度ダミー
（Xlo）」は，負で有意である。この変数が1となる企業は採用力が弱いので，
他の条件が同一であっても，それだけで採用活動の成功確率が低くなること
を示している。同時にこの推計結果は，採用力の弱い企業にも，上記の成功
要因が同様に作用することを示している。すなわち，「経営環境情報の提供」
を重視することと，採用判定時の「技」項目の重視することは，知名度等の
影響で採用力の弱い企業にとっても必要なことである。
5．おわりに
　新規大卒者の採用を成功させるためには，企業はどのような点に留意して
採用活動を展開する必要があるだろうか。この点を明らかにするために，企
業に対する質問紙調査の結果を紹介してから，そのデータを用いて採用活動
の自己評価点の違いが生まれる要因を分析した。
　その結果明らかになったことの第1は，企業からの大学生に提供する情報
には，大別して「労働条件情報」と「経営環境情報」があるが，前者より後
者の情報を重視して提供することが重要であるということである。前者より
後者の情報の提供が全般的に重視されているので，この結果は理解しやすい
ものである。現に多くの企業が向かっている方向に，より進めれば良いから
である。
　第2は，採用判定の際に重視すべき事項に関することである。この事項に
は大別して「心（考え方や意欲）」，「技（知識や能力）」，そして「体（健康
や風貌）」という3つの側面があるが，分析の結果，「技」を重視することが
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採用活動の成功につながることが明らかになった。「技」の重視は一見する
と当然のことのように思えるが，それほど簡単ではない。と言うのは，これ
ら3つの側面のうち，全般的に重視されている順番は心・体・技だったから
である。全般的にはあまり重視されていない「知識や能力」を重視して採用
判定を行うことが，採用活動の成功につながるようである。成功は，他者と
同様の路線によってもたらされるのではないようだ。
　なお，この「技」を構成する項目の中では「専門能力や資格」と「語学力
や国際経験」が，大きな影響力があった項目である。ここで問題になるが，
これらの能力が仕事に直結する能力か否かということである。即戦力志向が
強まっているとはいえ，本稿で議論しているのは新規学卒者の採用であるこ
とを考慮すると，保有する知識や能力そのものではなく，それらの獲得によっ
て示された「潜在的な優秀さ」を，企業は評価すべきというメッセージのよ
うに思える（17）。
　明らかになったことの第3は，新卒者の採用市場における企業の地位が低
い企業では，地位が高い企業と比べると採用活動の成果が低くなるが，両者
の成功メカニズムは同一ということである。すなわち上記の2つの成功要因
は，採用力が弱い企業においても，あてはまることである。
　なお，本文での結果の紹介は省略したが，採用市場における地位が低い企
業のうち，採用活動の自己評価が高い企業は，それが低い企業と比べて，次
のような違いが見られた。すなわち，出身大学にはこだわらず幅広く募集を
行い，同時に採用の面接においては「評価基準の統一」を行った上で，面接
回数も多くしていた。これらの活動が，採用力の弱さを補ない，良い結果を
生み出していると考えられる。
　新卒者採用の本当の成果が判明するのは，採用後数年～数十年経過してか
らかもしれない。しかし，それが判明してからの修正では遅すぎることにな
る。不確かさは残るとしても，より短期間でその活動を評価し改善していく
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ことが必要と思われる。
（付記　本稿は，平成12～14年度の「科学研究費補助金（文部科学省・日本学術振
興会）：基盤研究（c）（2）課題番号12630138」による研究成果の一部である。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）「正社員」という用語は日常語としては定着しているが，法的用語でにそれ
　　に相当するのは「期間の定めのない労働契約」を結んでいる人である。
（2）現行の法文上では，予告期間が課せられていることを除くと，企業が解雇を
　　実施することに制限はない。しかし，「解雇権濫用の法理」が判例によって認
　　められていて，企業がいわゆる正社員を整理解雇するのは難しくなっている。
（3）　清家（1982）は，情報の種類を，これ以外に「雇い入れ時の生産能力に関す
　　る情報」と「個人の信頼度に関する情報」に区分している。
（4）　例えば，労働省「雇用管理調査（平成13年）」を参照。
（5）例えば「総合商社」，「総合電機メーカー」，あるいはCI（コーポレート・ア
　　イデンティティ）活動で自社を「総合○○産業」と規定した企業などがその代
　　表的なものである。
（6）　この調査は，明治大学就職・採用行動研究会（研究代表者：永野　仁）が
　　2001年11月に実施した郵送による質問紙調査である。調査対象は，①店頭公
　　開も含む株式上場企業（3，542社）で，2001年4月の4年制大学新卒者数（含
　　む院卒者）が5人以上の企業のうち，調査時点に民事再生法申請中であった1
　　社を除く2，228社（「会社四季報CD－ROM　Version　2．54」東洋経済新報社，
　　2001年9月）と，②従業員数　150人以上の外資系企業（603社）のうち，1999
　　年10月～2000年9月までに大卒者（既卒者を含む）を採用した企業を中心に
　　選定した214社（『外資系企業CD－ROM　2001』東洋経済新報社，2001年）の，
　　合計2，442社で，調査票の回収数（率）は658件（26．9％）であった。調査回
　　答企業658社の業種別構成は，「製造業」が41．5％，「非製造業」が56．0％であっ
　　た。従業員規模は，「5，000人以上」が8．8％，「1ρ00～4999人」が45．0％を占
　　め，この2つの合計である1，000人以上の大企業が53．8％に達した。また，外
　　資系の企業は全体の7．1％であった。この調査結果を紹介したものが，永野・
　　根本・木谷・牛尾（2002）である。
（7）本稿と同じデータを用いて企業の即戦力志向を分析した根本（2003）は，
　　「即戦力とは専門知識や能力ではなく，意欲・熱意，考え方や価値観，性格・
　　人柄，そして礼儀・マナーといったマインドである」と指摘している。
（8）　これらの調査結果の全貌は，永野・根本・木谷・牛尾（2002）に示してある。
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（9）「最初の内々定」は，その企業の採用活動の終了を意味してはいない。追加
　　の内々定が行われるからである。そのようなこともあり，学生の就職活動もこ
　　の時期がピークであるものの，より長期間にわたることになる。大学生の就職
　　行動については，永野・根本・木谷・牛尾（2001）を参照されたい。
（10）　分析においては，主成分分析により2つの因子を抽出した後，バリマックス
　　による回転を行った。この因子分析の成分行列は，次のとおりである。
労働条件情報 経営環境情報
年収の上がり方 0，754 0，146
実際の総労働時間 0，720 2．253E－02
昇　進　可　能　性 0，695 0，232
福利厚生制度 0，578 6．050E－02
転　勤　可　能　性 0，512 0，135
入社後の教育訓練 0，389 0，389
留　学　　制　　度 0373 一3．328E－02
事業の将来性 0，128 0，638
仕　事　の　内　容 0，124 0，474
自社の課題・弱み 9．564E－02 0，593
経　　営　　理　　念 7．222E－02 0，592
企業風土・文化 4．789E－02 0，668
求める人材タイプ 一1．921E－02 0，597
回転後の負荷量 19，269 18，359
（11）R∫Pについて，本調査データをより詳しく分析したものが，根本（2002）
　　である。
（12）大学4年生の就職行動に関する調査は，永野・根本・木谷・牛尾（2001）を
　　参照のこと。
（13）企業のこのような採用行動にもかかわらず，濱中（1998）が指摘するような
　　入試難易度の高い大学の卒業生が大企業に多く就職しているのは，竹内
　　（1989）によると「ねじれ効果」が発生しているからである。ここで「ねじれ
　　効果」とは，入試難易度の高い大学は少ないので，各企業が意図的に採用大学
　　を分散させても，そのような大学では学生数と比較した求人割合が高くなるこ
　　とを指している。
（14）　本稿と同じデータを用いた根本（2002）は，「自己評価点」と14項目の「提
　　供情報の重視度」の関連を重回帰分析によって見ている。結果は，「社風」，
　　「年収のあがり方」，「福利厚生制度」が正で有意であり，「昇進可能性」が負で
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　　有意であった。また根本（2003）では，「自己評価点」と13項目の「採用の基
　　準」の関連も重回帰分析で見ている。ここでは「語学力・国際経験」のみが正
　　で有意となっている。共に興味深い結果であるが，本稿の関心に適合するよう
　　な，分析結果をもとにした議論は展開されていない。
（15）調査では採用内定者のうち最も多い人がどのような人かを問うているが，そ
　　れに対し「当初から自社が第一志望であった人」および「自社が当社から志望
　　する何社かの一社であった人」と答えた企業を0，「就職活動の途中から自社
　　を志望するようになった人」および「わからない」と答えた企業を1とした。
（16）　これらの項目の因子負荷量は，「専門知識や資格」が0．795，「語学力や国際
　　経験」が0．737であるのに対し，「出身大学」がO．469，「一一一・般常識や教養」が
　　0．465であった。詳しくは，根本（2003）を参照。
（17）　ちなみに調査では，応募者の「英語能力試験の結果」と「保有する資格」に
　　ついて，それぞれ応募者の選考時にどの程度重視したかを尋ねている。「仕事
　　には関連しないが，能力・意欲がわかるので評価した」が，前者の「英語能力
　　試験の結果」では「仕事に関連するので評価した」より多く，後者ではこの2
　　つの回答がほぼ同率であった。また「特に評価しなかった」が前者では33．9％，
　　後者では51．4％に達した。詳しくは，永野・根本・木谷・牛尾（2002）を参照
　　のこと。
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